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１　はじめに





















規定している。EU で VAT グループ税制が導入さ
要　　約




























































































































































































































































































































































































































































1 COM（2009）325finalon the VAT group option 
provided for in Article 11 of Council Directive 













7 How to register a group of companies, company 
divisions, joint business ventures and business 
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10Guidance. Registering groups, divisions and joint 
ventures for VAT
 How to register a group of companies, company 
divisions, joint business ventures and business 





































18CaseC-7/13,Skandia America Corp. (USA),



































30VALUE ADDED TAX COMMITTEE
（ARTICLE 398 OF DIRECTIVE 2006/112/





32Policy paper Revenue and Customs Brief 


















Prinsen,The Interaction between Head Office, 
Branch and VAT Grouping: New Challenges 
Ahead for the European Union,July/August2015
INTERNATIONALVATMONITOR210. なお，
これらの変更は，海外事業所が当該国の課税対
象者の一部として認識されることに従うに過ぎ
ず，英国法の変更を必要としないとしている。
しかし，変更を必要としない理由は明らかでは
ない。
36週刊税務通信（税務研究会）No.3375（2015.9.7）
２頁。
37法人税法における連結納税の場合，国内外の本
支店間取引においては損益を認識せず，海外子
会社においては連結の範囲外とする（法人税法
４条の２）。
38政府税調（国際課税 DG ⑤）H26.6.26付資料。
 http://www.cao.go.jp/zei-cho/gij iroku/
discussion1/2014/__icsFiles/afieldfile/2014/06
/26/26dis15kai5.pdf（最終確認2018.12.31）
39一方，企業組織の垂直統合のデメリットには，
①競争原理が働かない，②自社の他部門だけを
相手にするのでスケールメリットが追求しにく
い，③専門性の高い外部業者に比べ十分なノウ
ハウが蓄積できないなどが考えられる。
40平成23年10月「消費税の課税期間に係る基準期間
がない法人の納税義務の免除について」会計検査
院。http://report.jbaudit.go.jp/org/h22/
ZUIJI10/2010-h22-6500-0.htm（最終確認2018.12.31）
41特定期間（個人は前年の１～６月まで，法人は
前事業年度開始日以後６ヶ月間）の課税売上高
が1,000万円超の場合を除く。
42新設分割子法人の基準期間に対応する期間にお
ける各新設分割親法人の課税売上高のうちいず
れかが1,000万円を超える場合は，納税義務が
免除されない。
43課税売上高が５億円を超える事業者が50％超の
出資をして設立した法人。
44消費税法９，９の２，12の２，57条。
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